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的なシステム論を欠いて」おり（分権型政策制度研究センター 2012： ₄ ），矛
盾だらけである。したがって，正常に「機能」することもないので，単
なる「画餅」に過ぎない。それにもかかわらず，政府・自民党はもとよ
り，共産党と社民党を除くほとんどの政党が道州制の導入を主張してい
る。また，道州制導入によって消滅する都道府県の首長たる知事の中に
もそれに賛同する者がいることは，筆者には信じ難い。これらの者は，
本稿を一読していただければ道州制なるものがいかに欠点だらけで非現
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実的なものかを理解される筈である。それでも敢えて「重い道州制」の
導入を推進しようとするのであれば，道州制イデオロギーには，巷間言
われているようなこととは異なる別の政治目的もあるに相違ない。それ
は，単なる「新自由主義的な『小さくて強い国家づくり』＝福祉国家・
社会国家の解体」（渡名喜 2010：125）といったことだけではないのではな
かろうか。
【注】
（ ₁）　第28次地制調の「道州制答申」における「国と道州の事務配分に関するメル
クマール」のうち，「国が実施している事務事業の新たな事務配分」における
国の担任事務は，次のとおりである（第28次地制調 2006：22）。
 　①国際社会における国家としての存立に直接関わる事務であって，特に国自
らがその実現を担う必要のあるもの，②全国的に統一されるべき基本ルールや
地方自治に関する準則に関する事務であって，特に国自らがその実現を担う必
要のあるもの，③国家規模でネットワーク形成や事業構築を図る必要がある事
務であって，特に国自らがその実現を担う必要のあるもの，④国家として取り
組むべき高度な科学技術や希少な資源等に関する事務であって，道州において
実施することが困難であり，又は効率的でないもの，⑤国の行政組織の内部管
理に関するもの，以上である。
（ ₂）　別の観点からではあるが，島袋は，米軍基地の70％以上を抱える沖縄に関す
る次のような事例を挙げる。「2000年の地方分権一括法も沖縄にとっては，分
権化よりも集権化と見なされている。なぜならば，一括法の中で，土地収用法
及び米軍用地特別措置法が改正され，軍用地の強制収用手続において自治体の
関与を義務づけられた様々な事務が国の事務として吸い上げられたのである。
これらは安全保障に関連する事務の重点化論が背景にある」（島袋 2009：99）。
国防・安全保障といった，一見国に専属する領域においても，それらは自治体
の内政と切り離せないことが理解できる。
（ ₃）　地方出先機関として，農水省は地方農政局を，国交省は地方整備局と地方運
輸局を，厚労省は都道府県労働局を，経産省は地方経済産業局を有している。
したがって，国の役割を「純化」すれば，これらの省の所掌事務は大幅に減少
する。なお，文科省は地方出先機関を持たないが，現在，都道府県教育委員会
と市町村教育委員会を通じて微に入り細を穿つ「指導」「助言」を行っている。
これらの事務の大半が自治体（教育委員会）の事務になれば，文科省の役割も
相当程度，縮小する。
（ ₄）　渋谷は，道州の条例制定権の強大化に伴う対象住民に対する規制範囲の拡
大・強化の危険性を指摘し，条例制定に際しての内部審査機能の強化を次のよ
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うに主張する。「内閣や国会各議院にある法制局のような部局の設置と機能の
強化がなされなければならない」と（渋谷 2010：118）。
（ ₅）　これに加え，道州議会では，地域住民の意思を反映する住民代表制が確保で
きるかという懸念も生じる可能性もある。井戸（2007：16-17）は，「道州議員
の選挙区については，衆議院小選挙区より狭くすると，議員数が膨大となって
しまう。逆の場合には，道州議員が複数の衆議院議員を包括する形となり，道
州議会議員と国会議員の関係あるいは役割分担について整合がとれるか疑問で
ある」としている。
（ ₆）　市町村の財政効率規模に関して，村上弘は次のように指摘している。「市町
村の人口と財政効率の関係を示すグラフにおいて，もっとも効率がよいのは人
口20万人規模であるが，すでに人口 ₃～ ₅万人の規模で効率性はかなり高くな
り，あとは漸増していく……。したがって，人口 ₃～ ₅万人で効率化目標はほ
ぼ達成され，それ以上の合併は必要が小さい」（村上 2009：102）。
（ ₇）　もっとも，「三層制」ではなく，道州内に旧都道府県単位に国の総合出先機
関を設置するという仕組みにならざるを得ないとする考え方もある（礒崎 
2005：72）。この場合の自治制度は「二層制」である。
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